
令和7年7月11日
令和７年度第４回 区政運営会議 記録要旨

1 日 時 令和７年７月11日（金） 10：15 〜 10：25 2 場 所 第五委員会室

3 件 名 令和8年度予算編成に関する基本方針について（依命通達）骨子案

4 出 席 者
区長、堀越副区長、新井副区長、教育長
各部長・担当部長
企画経営部各課長・総務課長・戦略広報課長

5 会 議 結 果

6 会 議 内 容

【指示事項】
 ・原案のとおり進めること。
 ・区民ニーズに則した新たな施策を展開するためにも、既存事業の効率化・スクラップ・アップデートについて、各部局において積極的に検討すること。

■ 案のとおり決定する。 【備考】

□ 一部修正の上、決定する。 

□ 継続して検討する。

□ 案を否決する。
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6 参 考 情 報 7 添 付 資 料

付 議 事 案 書
審議事項 ・ 報告事項

令和8年度予算編成に関する基本方針について（依命通達）骨子案

2 担 当 部 課 企画経営部財政課 3 関 連 部 課 全部局

5 概 要

4
論 点
（ 決 定 を 要
す る 事 項 ）

広報・HP

議会説明

区民参加

報道発表

拡大部課長会後、ＨＰに公開

項目

② 付議事案

条例規則

方法（時期）

適正かつ効果的な予算編成を行うため、予算編成の基本方
針および留意事項について全部局に周知を図る。

拡大部課長会において、依命通達および予算編成方針の内
容について企画経営部から説明する。

令和7年7月11日

令和8年度予算編成に関する基本方針について（依命通達）骨子案
〔参考〕令和7年度予算編成に関する基本方針について（依命通達）

①
現 状
課 題

予算編成の基本方針や留意事項について、全職員が認識
を共有し、令和8年度予算編成に臨む必要がある。

③
そ の 他
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ
等）

・区政運営会議（令和7年7月11日）
  骨子案の審議
・令和8年度予算編成に関する基本方針について（依命
 通達）区長決定（令和7年7月下旬予定）
・拡大部課長会（令和7年8月1日）
 基本方針および留意事項等の周知

目  的

対応方策

令和8年度予算編成に関する基本方針について、依命通達により全部局に周知を図るにあたり、別添骨子案の内容をもとに作成を進めてよろしいか。
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令和８年度予算編成に関する基本方針について（依命通達）骨子案 

Ⅰ．令和８年度予算編成の基本方針 

１．骨子（本文） 

〇経済動向 

月例経済報告（令和７年６月） 「景気は、緩やかに回復しているが、米国の通商政策等による不透明感がみられる」 
雇用・所得環境の改善や各種政策の効果が緩やかな回復を支えることが期待される一方、米国の通商政 

策の影響、物価上昇の継続による消費者マインドの下振れなどが景気を下押しするリスクがある。 

 名目賃金は増傾向にあるものの、物価の変動を反映した労働者１人当たりの令和６年度実質賃金は

0.5％減、３年連続のマイナスとなり、物価の上昇に賃金伸びが追い付いていない状況が続いている。 

〇人口動態 

 「品川区総合実施計画」（令和７～11年度）における人口推計（2025－2060）では、区の人口は2051

年まで増加を続け、そののち減少傾向に転じる見込み。年少人口（0～14歳）は2046年に、生産年齢人

口（15～64歳）は2035年にそれぞれピークを迎えた後に減少に転じる一方、老年人口（65歳以上）は

推計期間中一貫して増加し、2060年には老齢人口の比率は28.7％となり、区民の４人に１人が高齢者

となる見込み。 
 〇区として今なすべきこと、将来に備えるべきこと 

 区は、目下の物価高騰のみならず、将来的な少子高齢化・生産年齢人口の減少という事態を正面から受

け止めたうえで、人口動態の変化に伴う労働力の不足や社会保障関係経費の増大といった課題に適切

に対応していかなければならない。また、金利のある世界において、災害等に備えた財政力を維持する観

点も踏まえ、中長期の行財政の姿を展望しつつ、区民生活・区内経済・財政・社会保障の持続可能性を

確保していく必要がある。 

 
２． ３つの基本方針 

  ウェルビーイングの深化 

 先行き不透明な社会情勢の中、４つの政策領域において、誰もが共通に使う日常的生活を支える基礎

的な行政サービスを等しく提供する、共通のリスクに対する共通の備えを提供するため、各部局の事業

を通じて、区民のウェルビーイング向上に取り組むこと。 
 そのために、事務事業評価による事業のスクラップを積極的に推進し、20億円を目標に財源を捻出す

るとともに、効果的・効率的な財政支出（ワイズ・スペンディング）を徹底して意識すること。 
 

  未来志向の戦略的な投資の実現 

 SDGs 未来都市として、持続可能な経済・環境・社会の実現に資するため、誰一人取り残さない地域社

会の実現を目指し、SDGs に掲げる１７のゴール達成のための取組を着実に推進すること。 

 「品川区 DX 推進基本方針」におけるシゴト（行政）DX による将来像「徹底した業務改革による創造・

行動中心の行政」を意識し、各部局において、AI やデジタルツール活用により内部事務の効率化・高

度化やデジタルを有効活用できる人材の育成を推進すること。 
 

  持続可能な自治体経営の実現 

 区の歳出構造は、全体的な傾向として、これまでの「抑制と拡大」（人件費・公債費の減および扶助費・

物件費の増）から、「構造的な予算の増加」（投資的経費・公債費・社会保障関係経費の増）へと変化し

ていくことが想定される。歳出構造の転換期において、事務事業評価による事業のスクラップ・アンド・

ビルドを進め、事業実施の優先順位付けによる施策の新陳代謝がこれまで以上に求められる。 
 事業の要求にあたっては、EBPM や事業検証による振返りに基づき、背景、課題、必要性、費用対効果

等を明確にするとともに、コスト精査を徹底すること。 
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Ⅱ．予算編成時における留意事項 

１．全般的事項 

  ３つの基本方針に基づく包括的かつ先見的な予算要求 
  議会審議、監査の指摘事項および区民要望に留意した予算要求 

  事務事業運営の効率化（ＤＸの推進およびワークスタイル変革の実現） 
     職員定数の適正化および長時間労働の抑制 

     障害者活躍の推進 

     ジェンダー平等を意識した施策の推進（ジェンダー・ギャップの解消） 
     包括的連携協定を生かした官民共創の推進 

     経常的経費 

 引き続き部局編成枠による編成を行う。シーリングは行わないが、事務事業評価による削減を徹底する

こと。 
 

２．歳入について 

     特別区民税の年間収入の的確な見込み 

     国および都の補助制度等 
 国・都支出金については、補助制度の創設、組替えなどの動向に注意を払い、積極的な活用を図るな

ど、一層の収入確保に努めること。 

     基金 

     起債 

  各施設使用料および手数料の適正化 

     その他収入 
 クラウドファンディングを含むふるさと納税の活用を検討し、より一層の税外収入の確保に努めること。 

 

３．歳出について 

     既存の事務事業のスクラップ 
 事務事業評価による見直しを行い、ゼロベースの視点から縮減・廃止を検討すること。新規事業を実施

する際は、必ず成果指標を設定し、数値実績に基づいた客観的な評価を行えるように立案すること。 
     各種委託経費の適正化 

 委託業務全般について、仕様内容が適正であるかを必ず確認し、職員が実施すべき業務と委託がふさ

わしい業務とを精査のうえ、不断の見直しを行い、必要最小限とすること。 

     合理的配慮（障害者差別解消法） 
     目的に応じた効果的な啓発・情報発信 

 「誰に何の情報を届けるか」等、目的に応じた媒体を選択して効果的な情報発信を行うこと。 

     ゼロカーボンシティしながわ宣言に基づく施策の推進 
     施設・設備の大規模改修 

     施設の新築、改築 
 コストの低減を図るため華美な仕様を控え標準的な仕様として過大な投資を避けること。 

  ファシリティ・マネジメントの強化 

 庁舎や区有施設の効率的な管理運営を行うため、施設ごとに利用状況やエネルギー使用量の実態、運

用コストの全体像の把握と最適化に努めるとともに、委託内容の定期的な見直し等による業務の効率

化、利用者満足度の向上、さらには不要な資産の処分や用途変更の検討を行い、資産活用の最適化に

取り組むこと。 

     公共工事設計労務単価 

     用地取得 

     各種団体等に対する補助金 

区 政 運 営 会 議 

令和７年７月11日 

企画経営部財政課 
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